
－ 1 － 
 

2018 年 11 月６日 

各          位 

上場会社名 加 賀 電 子 株 式 会 社

コード番号 ８１５４ 東 証 第 一 部 

本社所在地 東京都千代田区神田松永町20番地
代 表 者 の 
役 職 氏 名 

代表取締役社長 門  良 一

問 合 せ 先 常務取締役管理本部長 川 村 英 治

 ＴＥＬ ０３-５６５７-０１１１

 
 

次期中期経営計画の概要に関するお知らせ 
 

当社は、2018 年 11 月６日開催の取締役会において、2020 年３月期を始期とする次期経営計画の方

向性を示す「中期経営計画 2021（2019-2021）」について決議いたしましたので、下記のとおりお知ら

せいたします。 

 
記 

 
当社は、2015 年 11 月に、「中期経営計画 2018（2015-2018）」を策定し、「利益重視の経営」を確立

することを重点経営方針として掲げ、企業として持続的成長を目指してまいりました。 

その結果、利益の源泉となる売上高総利益率は 14％近くまで向上し、2018 年３月期には 13 期ぶり

に経常最高益を更新しました。また、海外を中心としたＥＭＳビジネス（注１）の拡大や車載・通信など

成長分野をターゲットとした商社ビジネスの拡大といった自律的成長に加え、2018 年９月 10 日公表

のとおり、富士通エレクトロニクス株式会社（以下、富士通エレクトロニクス）の株式取得による子

会社化を決定するなど、更なる業界再編も見据えた非連続な事業拡大にも果敢に挑戦しました。 

最終年度となる 2019 年３月期（2018 年度）の業績見通しは本日（2018 年 11 月６日）公表のとおり、

本計画が示す経営目標（注２）のうち、売上高（2,900 億円）およびＲＯＥ（8.0%以上）については達成

できる目途をつけました。 

 

当社は 2018 年９月に創立 50 周年を迎えましたが、次の 50 年、更にその先を見据えた“未来の加賀

電子グループ”の創造に向けた新たな出発点とすべく、2020 年３月期から 2022 年３月期までの３カ

年計画として「中期経営計画 2021（2019‐2021）」を策定いたしました。その概要は以下のとおりで

す。 

 
１．基本方針 

・収益基盤の強化 

常に時流を先読みする当社グループの創業来のＤＮＡを活かし、これから高い成長性・収益性が

見込まれる市場に注力し、当社グループの収益基盤の強化を図ります。 

①成長分野への取組み強化：「車載」「通信」「環境」「産業機器」「医療・ヘルスケア」に注力 

②ＥＭＳビジネス、海外ビジネスの強化・拡大 

 

・経営基盤の安定化 

富士通エレクトロニクスのグループ会社化後の当社グループの効率性・財務健全性の早期改善に

向けて、経営基盤の強化を図ります。 

①グループ横断的なコスト削減施策の継続 

②組織体制整備によるグループ経営の効率化推進 

③コーポレートガバナンスの強化、人財の育成 
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・新規事業の創出 

外的環境変化への耐性強化のため、自社リソースおよびＭ＆Ａを積極的に活用、新規事業の創出

を図ります。 

①「社会課題（保育、福祉、介護、等）ビジネス」「素材ビジネス」の取り組み 

②ベンチャー投資によるオープンイノベーションの推進 

③Ｍ＆Ａの積極的な活用 

 

２．経営目標 

当計画の最終年度となる 2022 年３月期（2021 年度）に目指す経営目標は以下のとおりです。 
 

売上高 営業利益 ＲＯＥ 

5,000 億円 130 億円 8.0％以上 

注：為替レートの前提：US$1.00=110 円 

 

３．「中期経営計画 2021（2019-2021）」の位置付け 

当社は、「利益重視の経営」の確立・定着を通して、“我が国業界 No.１”の企業グループを形成し、

更には“世界に通用する企業”を目指すことを中長期の経営ビジョンとしています。 

このビジョン実現に向けて、「中期経営計画 2021（2019-2021）」では富士通エレクトロニクスのグ

ループ会社化を通じて規模の拡大を図り、先ずは 5,000 億円級の売上高を伴った“我が国業界 No.１”

企業グループとしての事業基盤を固めます。 

そしてそれを足場として、中長期の時間軸では、ＥＭＳビジネスの一層の拡充と海外ビジネスの強

化・拡大とともに更なるＭ＆Ａ・業界再編にも挑戦して規模拡大を図ることで、売上高兆円級の海外

競合企業と伍して戦い、グローバル競争にも勝ち残れる“世界に通用する企業”の実現を目指します。 

 

４．株主還元の考え方 

当社は、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけ,長期視点に立った財務

体質と経営基盤の強化に努めるとともに、連結業績に鑑みながら株主各位に対する安定かつ継続的な

配当の維持を基本方針としております。 

この方針に基づき、「中期経営計画 2021（2019‐2022）」におきましては、「連結配当性向 25～35％」

を確保しつつ安定的な配当を実施していく」ことを目標に掲げております。また、当社グループの将

来成長に資する事業投資や設備投資、Ｍ＆Ａ等にも積極的に活用してまいります。なお、自己株式の

取得につきましては、資本効率や株価等を勘案して適切に判断してまいります。 

 

 

（注１）ＥＭＳビジネス：電子機器の製造受託サービスのこと。当社は独立系エレクトロニクス商社の

強みを活かして、電装基板の実装を得意としております。 

（注２）現「中期経営計画 2018（2015‐2018）」経営目標 

売上高 経常利益 ＲＯＥ 

2,900 億円 100 億円 8.0％以上 

 

※本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および

合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異な

る可能性があります。 

以上 










